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配偶者の給与収入

0円 103万円（注）

配偶者の給与収入
0円 103万円

いわゆる「103万円の壁」について

配偶者

特別控除

の導入後

世帯の
手取り

世帯の
手取り

昭和61年以前 現 行

 配偶者の収入が103万円を超えると納税者本人が配偶者控除を受けられなくなることが配偶者の就労を抑制する

「壁」になっているとの指摘がある（いわゆる103万円の壁）。これについては、配偶者の所得の大きさに応じて

控除額を段階的に減少させる配偶者特別控除の導入により、配偶者の収入が103万円を超えても世帯の手取りが逆

転しない仕組みとなっており、税制上の103万円の壁は解消している。

（注）納税者本人が配偶者控除を受けることのできる配偶者の給与収入

の限度額。ここでは「現行」のグラフとの比較の観点から103万円と

しているが、昭和61年当時は90万円。

150万円
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基礎控除の見直し案配偶者控除・配偶者特別控除の概要
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0 （万円）

201(133)

103
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141
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納税者本人の
受ける控除額

（注１）納税者本人の給与収入（合計所得金額）が1,095万円（900万円）以下の場合の「控除額」を、納税者本人の給与収入（合計所得金額）が、①1,095～1,145万円（900～950万円）
の場合には、その控除額の2/3、②1,145～1,195万円（950～1,000万円）の場合には、その控除額の1/3とし、③1,195万円（1,000万円）を超える場合には消失。（控除額は1万円
未満切上げ）

配偶者控除 ※ 配偶者特別控除

※老人配偶者控除の場合、48万円

平成29年度改正に
おいて見直し

（平成30年分以後の所得税について適用）

（注２）上記の給与収入及び給与所得の金額は、平成30年度改正による給与所得控除についての基礎控除への振替及び控除額の上限の引下げ（令和２年（2020年）分以後の所得
税について適用）の適用後の数字である。なお、納税者本人の給与収入の計算にあたっては、所得金額調整控除（給与収入が850万円超で、23歳未満の扶養親族又は特別障
害者である扶養親族等を有する者等について適用）の適用がないものとしている。

・ 平成29年度改正において、「103万円」が企業の配偶者手当制度等の支給基準に援用されていること

や、「103万円の壁」が心理的な壁として作用しているとの指摘があったことから、控除が満額適用される

配偶者の給与収入を150万円に引き上げる見直しを実施。

・ また、納税者本人の所得制限を設けることにより、高所得者には控除が適用されない仕組みとしている。

配偶者の給与収入
（合計所得金額）

納税者本人の
所得制限

配偶者控除・配偶者特別控除の額は給与収入1,095万円（合計所得金額900万円）から逓減開始し、給与収入1,195万円
（合計所得金額1,000万円）で消失する。
（平成29年度改正以前は配偶者控除に所得制限はなく、配偶者特別控除は給与収入1,195万円（合計所得金額1,000万円）で消失）
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第一 平成 29 年度税制改正の基本的考え方 
１ 経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革 

わが国の経済社会は近年において著しい構造変化を遂げている。個人所得課税についても、経済社会の構造変化を踏まえた

改革を行っていく必要があるが、平成 29 年度税制改正においては、喫緊の課題への対応として、就業調整を意識しなくて済

む仕組みを構築する観点から配偶者控除・配偶者特別控除の見直しを行う。その上で、今後数年をかけて、基礎控除をはじめ

とする人的控除等の見直し等の諸課題に取り組んでいくこととする。 

（1）配偶者控除・配偶者特別控除の見直し

就業調整を意識しなくて済む仕組みを構築するためには、税制、社会保障制度、企業の配偶者手当制度などの面で総合的

な取組みを進める必要がある。 

税制面においては、このような仕組みとして、配偶者控除を廃止するという考え方や配偶者控除を廃止した上で夫婦世帯

を対象に新たな控除を認めるといった考え方がある。しかし、わが国の個人所得課税においては、一定の収入以下の扶養親

族を有する場合に、それぞれの事情に応じて納税者の担税力の減殺を調整することとしており、配偶者控除もその調整の仕

組みの一つである。また、諸外国においても配偶者の存在を考慮した仕組みが設けられている。こうした点を勘案すれば、

配偶者控除を廃止して、配偶者に係る配慮を何ら行わないことには問題がある。また、夫婦世帯を対象に新たな控除を認め

るとの考え方もあるが、全ての夫婦世帯を対象とすれば、高所得者の夫婦世帯にまで配慮を行うこととなり、非常に多額の

財源を必要とすることから、控除の適用に当たって夫婦世帯の所得に上限を設けることが必要となる。しかし、わが国にお

いては個人単位課税を採用しており、世帯単位で所得を把握することが難しいとの問題がある。また、夫婦世帯を対象に新

たな控除を設けることについて、国民の理解が深まっているとは言えない。こうした問題を踏まえると、これらの考え方を

具体的な制度改正の案として直ちに採用することは難しい。 

他方で、配偶者が就業時間を調整することによって、納税者本人に配偶者控除が適用される 103 万円以内にパート収入を

抑える傾向があると指摘されている（いわゆる「103 万円の壁」）。これについては、配偶者特別控除の導入によって、配偶

者の給与収入が 103 万円を超えても世帯の手取り収入が逆転しない仕組みとなっており、税制上、いわゆる「103 万円の壁」

は解消している。それにもかかわらず収入を抑える傾向が生じる要因として、「103 万円」という水準が企業の配偶者手当

制度等の支給基準に援用されていることや、いわゆる「103 万円の壁」が心理的な壁として作用していることが指摘されて

いる。生産年齢人口が減少を続け人手不足と感じている企業が多い中、パート収入を一定の範囲内に抑えるために就業時間

を抑える傾向は、最低賃金が引き上げられていくにつれ、更に強まるのではないかということが懸念される。 

平成 29 年度税制改正大綱（抄） 

平成 28 年 12 月８日 
自 由 民 主 党 
公 明 党
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このような就業調整をめぐる喫緊の課題に対応するため、所得税・個人住民税における現行の配偶者控除・配偶者特別控

除の見直しを行う。具体的には、所得税の場合、配偶者特別控除について、所得控除額 38 万円の対象となる配偶者の合計

所得金額の上限を 85 万円（給与所得のみの場合、給与収入 150 万円）に引き上げるとともに、現行制度と同様に、世帯の

手取り収入が逆転しないような仕組みを設ける。この給与収入 150 万円という水準は、安倍内閣が目指している最低賃金の

全国加重平均額である 1,000 円の時給で１日６時間、週５日勤務した場合の年収（144 万円）を上回るものである。 

こうした見直しは、働きたい人が就業調整を行うことを意識しないで働くことのできる環境づくりに寄与するものであり、

また、人手不足の解消を通じて日本経済の成長にも資することが期待される。 

同時に、配偶者控除・配偶者特別控除について、担税力の調整の必要性の観点から、これらの控除が適用される納税者本

人の合計所得金額に所得制限を設けることとし、国・地方を通じた税収中立を確保する。こうした所得制限は、後述する所

得再分配機能の回復に資するものであるが、その際、所得に応じた税負担の差をなだらかにする観点から、所得控除額を所

得に応じて逓減・消失させていく仕組みとする。今回の配偶者控除・配偶者特別控除の見直しによる個人住民税の減収額に

ついては、全額国費で補塡する。 

就業調整を意識しなくて済む仕組みの構築は、税制だけで達成できるものではなく、社会保障制度などの関連する制度・

政策における取組みが重要である。本年 10 月より被用者保険の適用拡大が実施されているが、短時間労働者の就業調整を

防ぐなどの観点から今後も更なる適用拡大に向けた検討を着実に進めていくこととしており、今後とも就業調整につながる

要因を取り除いていくことが重要である。 

また、配偶者が一定の収入以下であることを要件とする企業の配偶者手当制度等も就業調整の大きな要因の一つである。

配偶者手当制度等を有している企業に対しては、今般の配偶者控除・配偶者特別控除の見直しを踏まえ、労使の真摯な話し

合いの下、就業調整問題を解消する観点からの見直しを行うことを強く要請する。 
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